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１． 研究計画の概要： 
労働契約法をめぐる様々な最新の問題につ
いて検討しながら、今後の労働契約法制の在
り方について考察し、労働法の適用対象者で
ある「労働者」の定義および判断基準を定立
することを目的とする。 
 
２． 研究の進捗状況： 
労働契約法の諸問題について、日本法だけ
ではなく、EU 法およびドイツ法も含めて、
最新の課題について検討していくなかで、そ
もそも、労働法の適用対象者である「労働者」
をいかに定義すべきか、という根本問題につ
いて考察を深める予定であったが、なかなか
後者の課題に手が回らず、もっぱら前者の研
究に追われているのが現状である。前者の研
究の成果としては、昨今、格差拡大が大きな
社会問題として認識されていることを背景
として、最低賃金制度や非正規雇用法制の課
題について、文献研究と現地調査によって、
EU 法およびドイツ法の動向を分析し、我が
国の法制の課題について検討した。最賃およ
び非正規雇用法制は、格差是正のための決め
手となりうる法規制であるが、我が国の規制
は国際的にみても弱く、今後の立法の役割が
重要であるという示唆を得た。しかし、他方
で、ドイツの労働者派遣法の実情は、非正規
雇用と正規雇用の均等待遇原則の実施が現
実には困難であり、柔軟な労働力としての非
正規雇用のニーズを否定しきれないことを
示している。ドイツと異なり、このような例
外を、労使自治という憲法上の価値によって
正当化することのできるほどの労使関係の
基盤を持たない我が国において、問題解決は
より困難を極めるであろう。 
仮に、非正規雇用等の労働法の規制が強化
されるとすれば、今後、ますます労働法の適
用範囲の問題が重要となるであろう。企業が

規制を免れるために、雇用労働者の自営化を
進めるかもしれないからである。この点で、
本研究の主要な課題である労働者概念の検
討は、労働法の最新の論点ともつながるもの
である。 
労働者概念については、歴史的検討、比較
法的検討および理論的検討の 3つの側面から、
少しずつ検討を行っているが、時間的にも内
容的にも十分な研究ができているとは言い
難い。労働法が誕生する以前から存在する、
雇用と請負の区別、従属的な自営業者に対す
る保護のあり方および考えられる規制方法
について、これまでの作業をまとめられるよ
うに努力したい。 
 
３．現在までの達成度： 
③やや遅れている。 
労働契約法の諸問題について検討を重ね

てきたが、労働者概念の研究には十分に従事
できていない。 
 
３． 今後の研究の推進方策： 

引き続き、文献収集を進めながら、労働者
概念の基準の明確化に向けた研究を進めて
生きたい。 
 
５. 代表的な研究成果 
（研究代表者、研究分担者及び連携研究者に
は下線） 
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